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請求人 長嶋 克佳

東京都新宿区四谷２丁目１３番地
代理人弁理士 坂本 智弘

特願２００６－ ６８９「フィッシング詐欺防止システムおよびその
プログラム」拒絶査定不服審判事件〔平成１９年 ７月１９日出願公開、特
開２００７－１８３７４４〕について、次のとおり審決する。

結 論
本件審判の請求は、成り立たない。

理 由
第１ 手続の経緯

本願は，平成１８年１月５日を出願日とする出願であって，
平成１８年１月６日付けで手続補正がなされ，
平成２０年９月１日付けで審査請求がなされるとともに，同日付けで手続補
正がなされ，
平成２３年５月３１日付けで拒絶理由通知（同年６月７日発送）がなされ，
同年６月３０日付けで意見書が提出されるとともに，同日付けで手続補正が
なされたが，
同年７月１３日付けで拒絶査定（同年同月２０日謄本送達）がなされ，
同年１０月２０日付けで審判請求がされるとともに，同日付けで手続補正が
なされ，
同年１１月１８日付けで審査官により特許法第１６４条第３項の規定に基づ
く報告がなされ，
同年１２月２８日付けで当審により特許法第１３４条第４項の規定に基づく
審尋（平成２４年１月１０日発送）がなされ，
平成２４年２月２９日付けで回答書の提出があったものである。

第２ 平成２３年１０月２０日付けの手続補正についての補正却下の決定

［補正却下の決定の結論］

平成２３年１０月２０日付けの手続補正を却下する。

［理由］

１．本件補正

本件補正は，平成２３年６月３０日付けの手続補正により補正された特許
請求の範囲の請求項１の記載



「【請求項１】
ユーザーパソコンに搭載されているＩＥ（インターネットエクスプローラ

ー）のツールバーにＷｈｏｉｓ検索アイコン表示ボタンを設け，
表示中のＷｅｂサイトのＵＲＬからドメイン名を抽出し，前記Ｗｈｏｉｓ

検索アイコン表示ボタン上に表示し，
このＷｈｏｉｓ検索アイコン表示ボタンのクリック操作により，インター

ネットを介して前記ドメイン名をドメイン情報登録センタから検索し，
前記インターネットを介して検索結果のドメイン名およびその組織名を前

記ユーザーパソコンのバッファ内に取り込と共に前記Ｗｅｂサイトの画面に
表示することを特徴とするフィッシング詐欺防止システム。」（以下，この
特許請求の範囲に記載された請求項１を「補正前の請求項１」という。当審
注：下記補正後の請求項１との対比を容易にするため，対応する箇所で改行
を行った。）

を，

「【請求項１】
ユーザーパソコンに搭載されているＩＥ（インターネットエクスプローラ

ー）のツールバーにＷｈｏｉｓ検索アイコン表示ボタンを設け，
ユーザーが閲覧中のＷｅｂサイトのＵＲＬからドメイン名を抽出し，前記

Ｗｈｏｉｓ検索アイコン表示ボタン上に表示し，
このＷｈｏｉｓ検索アイコン表示ボタンのクリック操作により，前記Ｗｅ

ｂサイトを閲覧したままインターネットを介して前記ドメイン名をドメイン
情報登録センタから検索し，
前記インターネットを介して検索結果のドメイン名およびその組織名を前

記ユーザーパソコンのバッファ内に取り込と共に閲覧中の前記Ｗｅｂサイト
と同一の画面上に表示することを特徴とするフィッシング詐欺防止システ
ム。」（以下，この特許請求の範囲に記載された請求項１を「補正後の請求
項１」という。）
と補正するものである。

上記補正は，補正前の請求項１に記載した発明を特定するために必要な事
項である「表示中のＷｅｂサイト」を「ユーザーが閲覧中のＷｅｂサイト」
に限定するとともに，
同じく補正前の請求項１に記載した発明を特定するために必要な事項であ

る「インターネットを介して前記ドメイン名をドメイン情報登録センタから
検索し」を「前記Ｗｅｂサイトを閲覧したままインターネットを介して前記
ドメイン名をドメイン情報登録センタから検索し」に，「前記Ｗｅｂサイト
の画面に表示する」を「閲覧中の前記Ｗｅｂサイトと同一の画面上に表示す
る」に，それぞれ限定するものであって，特許法第１７条の２第４項第２号
の特許請求の範囲の減縮を目的とするものを含むものである。

そこで，本件補正後の請求項１に記載された発明（以下，「本願補正発
明」という。）が特許出願の際独立して特許を受けることができるものであ
るか（平成１８年法律第５５号改正附則第３条第１項によりなお従前の例に
よるとされる同法による改正前の特許法第１７条の２第５項において準用す
る同法第１２６条第５項の規定に適合するか）以下に検討する。

２．独立特許要件についての検討

（１）引用文献等

１）引用文献１に記載されている技術的事項及び引用発明の認定



本願の出願日よりも前の日に頒布され，原審の拒絶の査定の理由である上
記平成２３年５月３１日付けの拒絶理由通知で引用された，『プロのツール
連携ワザ２０選，ＰＣ Ｊａｐａｎ，日本，ソフトバンクパブリッシング株
式会社，２００３年１１月１日，第８巻，第１１号，ｐ．１２１－ｐ．１３
０』（以下，「引用文献１」という。）には，関連する図とともに，以下の
技術的事項が記載されている。（当審注：下線は，参考のために当審で付与
したものである。）

Ａ「まずはネットワークのセキュリティに役立つツールを見ていこう。セ
キュリティというとウイルス対策が真っ先に思い浮かぶが，ことウイルス対
策に関しては，１本のアンチウイルスソフトを導入して，定義ファイルをき
ちんと更新するのがもっとも効果的であり，複数のアンチウイルスソフトを
導入する意味はほとんどない。そこでここでは，不正侵入（アタック）から
身を守るのに有効なファイアウォールソフトと組み合わせて使いたいツール
を取り上げる（p.121図１）。
ファイアウォールは基本的に許可されていない外部からのアクセスはすべ

て不正なアクセスとみなし，シャットアウトする。必要なアクセスでも，設
定が不十分な場合などにはシャットアウトしてしまうこともあるわけだ。こ
のような場合，多くのファイアウォールソフトは，具体的なIPアドレスを示
して，そこからアクセス要請が来ているが受け入れてよいかとユーザに問い
合わせる。よく分からない場合はとりあえず却下するべきだが，先にも触れ
たように実は不正ではないアクセスの可能性もある。
そこで，IPアドレスを頼りに相手が信用できる者かどうか，悪意を持って

不正侵入を仕掛けているのかどうかを調べてみよう。」（１２１頁右欄１行
～１２２頁左欄２０行）

Ｂ「より手軽にwhois検索を行いたいなら，「HotWhois」が便利だ。世界
中の８８か所のwhoisサーバに接続し，指定ホストのwhois情報を検索する。
Magic NetTraceと同様に，Internet Explorerの「ツール」メニューから呼
び出せ，ツールバーのボタンからはワンクリックで表示中のWebページのサ
ーバのwhois情報を表示できる。」（１２２頁中欄２５行～右欄３行）

Ｃ「自分のマシンだけでなく，LAN全体のセキュリティ強化に役立つツー
ルも紹介しておこう（図２）。」（１２２頁右欄２２行～２４行）

以下に，上記引用文献１の記載事項について検討する。

（ア）上記Ｂに記載の「HotWhois」は，上記Ａの「ネットワークのセキュリ
ティに役立つツール」との記載から，ネットワークのセキュリティのための
ツールであると言え，また，上記Ｃにおける「自分のマシン」の「セキュリ
ティ強化に役立つツール」とは，上記Ａ及びＢに記載されたツールを指すも
のと解されることから，以上より上記「HotWhois」は，マシンとネットワー
クのセキュリティ強化のためのツールであると言える。
ここで，上記「HotWhois」が上記Ｂに記載のような機能を実現するマシン

とネットワークとは，それらにより構成されるシステムであると言え，ま
た，上記Ａの「不正侵入（アタック）から身を守るのに有効なファイアウォ
ールソフトと組み合わせて使いたいツール」，「悪意を持って不正侵入を仕
掛けているのかどうかを調べてみよう」との記載から，上記「HotWhois」が
機能を実現するシステムは，不正侵入を防ぐことができるものと言えること
から，これらより，引用文献１には，
“「HotWhois」の機能が実現される，不正侵入を防ぐためのマシンとネッ

トワークよりなるシステム”が記載されていると言える。



（イ）上記Ｂの「Internet Explorerの「ツール」メニューから呼び出せ，
ツールバーのボタンからはワンクリックで表示中のWebページのサーバの
whois情報を表示できる。」との記載から，前記「HotWhois」は，
“Internet Explorerのツールバーのボタンからワンクリックで表示中のWeb
ページのサーバのWhois情報を表示させるものであ”ると言える。

（ウ）上記“Whois情報”に関し，
上記Ｂの「世界中の８８か所のwhoisサーバに接続し，指定ホストのwhois

情報を検索する」との記載から，前記“Whois情報”は，“世界中のWhoisサ
ーバから，指定ホストのWhois情報を検索した結果である”と言える。

以上，（ア）～（ウ）で指摘した事項から，引用文献１には，次の発明
（以下，「引用発明」という。）が記載されているものと認める。

「HotWhois」の機能が実現される，不正侵入を防ぐためのマシンとネット
ワークよりなるシステムであって，
前記「HotWhois」は，Internet Explorerのツールバーのボタンからワン

クリックで表示中のWebページのサーバのWhois情報を表示させるものであ
り，
前記Whois情報は，世界中のWhoisサーバから，指定ホストのWhois情報を

検索した結果である，システム。

２）引用文献２

本願の出願日よりも前の日に頒布され，原審の拒絶の査定の理由である上
記平成２３年５月３１日付けの拒絶理由通知で引用された，『堀内かほり，
ＢＹＴＥ ＬＡＢ セキュリティ対策ソフトの新機能，ＮＩＫＫＥＩ ＢＹ
ＴＥ，日本，日経ＢＰ社，２００５年１１月２２日，第２７１号，ｐ．５６
－ｐ．６１』（以下，「引用文献２」という。）には，関連する図ととも
に，以下の技術的事項が記載されている。（当審注：下線は，参考のために
当審で付与したものである。）

Ｄ「フィッシング詐欺はメールを使ってユーザーを偽サイトへおびき寄
せ，カード情報や個人情報などを入力させて情報を盗む行為である。
・・・（中略）・・・
こうした手口には，ユーザーがメールやＷｅｂサイトに不審な点がないか

をチェックすることが肝心だ。」（５７頁中欄４行～右欄８行）

Ｅ ５８頁の図４には，「Internet Explorer」のツールバーについて表
示するとともに，当該ツールバーの「アドレス」バーの横にブラウザに表示
中のページのアドレス情報が表示された態様が示され，
当該「アドレス」バーに関連して，下段のＵＲＬ表示に関する説明として

「実際に入力したＵＲＬを表示（異なるサイトにリダイレクトされたかどう
かをアドレスバーと比較できる）」と記載されている。

Ｆ「ＤＮＳの応答後にデータベースに接続
これらの機能をオンにしてＷｅｂサイトへアクセスする際の流れを図５に

示した。一般的にＵＲＬを入力すると，・・・（中略）・・・
ＤＮＳサーバーで名前解決後，ウイルスバスター２００６はトレンドマイ

クロのデータベースに接続してＷｅｂサイトの評価情報を取得する。評価情
報とは，ドメイン名，ＩＰアドレス，Ｗｅｂサイトのカテゴリ，信頼性情報
（信頼サイト，フィッシング詐欺サイト，未登録サイト）の四つ。」（５８
頁中欄１５行～右欄１４行）



Ｇ ５８頁の図５左図には，ユーザ端末からＷｅｂサイトへアクセスする
ために，トレンドマイクロのデータベースにおいてサイト評価を行った後，
Ｗｅｂサーバーからコンテンツを受け取る仕組みが示されており，
図中下方のユーザ端末から，ＤＮＳサーバーにＵＲＬを送信して（２：

○）名前解決を行った後，トレンドマイクロのデータベースに「ドメイン情
報」を送信し（４：○），ドメイン名を含むサイト評価情報が返される
（５：○）態様が示されている。（当審注：○数字を便宜上，「数字：○」
と代えて表示した。）

３）参考文献１

本願の出願日よりも前の日に頒布された，『吉野 真理子，ウィンドウズ
基本レッスン 第３回，日経ＰＣビギナーズ，日本，日経ＢＰ社，２００１
年１２月１３日，Ｖｏｌ．６，Ｎｏ．２４，ｐ．８４－ｐ．９０』（以下，
「参考文献１」という。）には，図とともに，以下の技術的事項が記載され
ている。（当審注：下線は，参考のために当審で付与したものである。）

Ｈ「「履歴」の一覧を表示するには，時計の形をした「履歴」ボタンをク
リックします（図４）。するとウインドウの左側に日付順にまとまって表示
されるので，そのページをいつ見たかを思い出してその日のアイコンをクリ
ックします（図５ １：○）。すると，過去に見たホームページがサイトご
とに表示されます。サイト名をクリックすると（図５ ２：○），今度はペ
ージ単位で表示されるので，見たいページを選んでクリックすれば（図５
３：○），ウインドウの右側にそのページが表示されます（図６）。」（８
４頁第３段目右から１５行～８５頁第１段目右から７行、当審注：○数字を
便宜上，「数字：○」と代えて表示した。）

Ｊ ８５頁の図「５」には，ブラウザのページ表示画面が示されており，
ブラウザ表示画面中で，右側にページの表示画面が，左側に履歴の一覧表示
画面が，同一画面において表示され，また，左側の履歴一覧表示では，ペー
ジ単位で表示された履歴が，クリック可能な状態で，アイコン及び対応する
アドレス情報の表示とともに表示された態様が示されている。

４）参考文献２

本願の出願日よりも前の日に頒布された，特開２００２－１８３０２４号
公報（平成１４年６月２８日公開，以下，「参考文献２」という。）には，
図面について，以下の技術的事項が記載されている。（当審注：下線は，参
考のために当審で付与したものである。）

Ｋ 図面第１０図には，ホームページの表示と，それに関連した広告情報
の表示とが，同一画面内（図１０（ａ）），または画面上の別ウインドウ
（図１０（ｂ））として表示された態様が示されている。

５）参考文献３

本願の出願日よりも前の日に頒布された，『河内 清人他 ，whoisサービ
スを用いたフィッシング詐欺防止技術の提案，第６７回（平成１７年）全国
大会講演論文集（３） データベースとメディア ネットワーク，日本，社
団法人情報処理学会，２００５年３月２日，第3-337～3-338頁』（以下，
「参考文献３」という。）には，以下の技術的事項が記載されている。（当
審注：下線は，参考のために当審で付与したものである。）

Ｌ「本方式では，あらかじめ表１に示されるような有名サイト情報をシス



テム内に格納しておく。表１における特徴文字列とは，各有名サイトのドメ
イン名を特徴付ける文字列（企業名部分等）をあらわし，組織名は，そのド
メイン名の所有者として登録されている企業のＷＨＯＩＳサービス上の名称
をあらわす。組織名はaaa.co.jp，aaa.comのように複数のレジストリに同一
の特徴文字列を使用してドメイン名を登録することを想定し，複数個数登録
可能とする。」（3-337頁左欄３０行～右欄３行）

（２）本願補正発明と引用発明との対比
本願補正発明と引用発明とを対比する。

（２－１）本願補正発明における「フィッシング詐欺」とは，ユーザのコ
ンピュータに不正に侵入し偽サイト情報を提示するものであるから，上位概
念において不正侵入であると言え，よって，引用発明の「不正侵入を防ぐた
めのマシンとネットワークよりなるシステム」と，本願補正発明の「フィッ
シング詐欺防止システム」とは，ともに，“不正侵入防止システム”である
点で共通すると言える。

（２－２）引用発明の「マシン」は「HotWhois」の機能が実現され，かつ
当該「HotWhois」はユーザが「ワンクリック」する「Internet Explorerの
ツールバー」に関連することから，ユーザが使用し，かつ「Internet 
Explorer」が搭載されているものであると言え，本願補正発明の「ＩＥ（イ
ンターネットエクスプローラー）」を搭載する「ユーザーパソコン」に相当
する。また，上記「Internet Explorerのツールバー」上の「ボタン」とは
「Whois情報を検索した結果」を表示させるためのボタンであり，本願補正
発明の「Ｗｈｏｉｓ検索アイコン表示ボタン」と，“Ｗｈｏｉｓ検索表示ボ
タン”である点で共通する。
従って，引用発明の「マシン」の「Internet Explorerのツールバーのボ

タン」を設けることと，本願補正発明の「ユーザーパソコンに搭載されてい
るＩＥ（インターネットエクスプローラー）のツールバーにＷｈｏｉｓ検索
アイコン表示ボタンを設け」ることとは，ともに，“ユーザーパソコンに搭
載されているＩＥ（インターネットエクスプローラー）のツールバーにＷｈ
ｏｉｓ検索表示ボタンを設け”ることである点で共通すると言える。

（２－３）引用発明の「Whois情報」を「検索」する先である「世界中の
Whoisサーバ」とは，検索のために「Whois情報」を登録しているものと解さ
れ，Whois情報登録システムと言えるものである。一方，本願補正発明の
「ドメイン名」は，上位概念において，“Whois情報”と言え，同様に「ド
メイン情報登録センタ」も，上位概念において，Whois情報登録システムと
言える。
従って，引用発明の「Internet Explorerのツールバーのボタンからワン

クリックで表示中のWebページのサーバのWhois情報を表示させるものであ
り，前記Whois情報は，世界中のWhoisサーバから，指定ホストのWhois情報
を検索した結果である」ことと，本願補正発明の「このＷｈｏｉｓ検索アイ
コン表示ボタンのクリック操作により，前記Ｗｅｂサイトを閲覧したままイ
ンターネットを介して前記ドメイン名をドメイン情報登録センタから検索」
することとは，ともに，“このＷｈｏｉｓ検索表示ボタンのクリック操作に
より，インターネットを介してWhois情報をWhois情報登録システムから検
索”することである点で共通すると言える。

（２－４）引用発明の，「Whois情報を表示させるものであり，前記Whois
情報は，世界中のWhoisサーバから，指定ホストのWhois情報を検索した結果
である」ことと，本願補正発明の「前記インターネットを介して検索結果の
ドメイン名およびその組織名を前記ユーザーパソコンのバッファ内に取り込
と共に閲覧中の前記Ｗｅｂサイトと同一の画面上に表示する」こととは，と



もに，“前記インターネットを介して検索結果のWhois情報を前記ユーザー
パソコンに取り込むと共に画面上に表示する”ことである点で共通すると言
える。

以上から，本願補正発明と引用発明とは，以下の点で一致し，また，以下
の点で相違する。

（一致点）
ユーザーパソコンに搭載されているＩＥ（インターネットエクスプローラ

ー）のツールバーにＷｈｏｉｓ検索表示ボタンを設け，
このＷｈｏｉｓ検索表示ボタンのクリック操作により，インターネットを

介してWhois情報をWhois情報登録システムから検索し，
前記インターネットを介して検索結果のWhois情報を取り込み前記ユーザ

ーパソコンの画面上に表示する不正侵入防止システム。

（相違点１）
本願補正発明が「フィッシング詐欺防止システム」であるのに対し，引用

発明は，「不正侵入防止システム」である点。

（相違点２） 
Ｗｈｏｉｓ検索表示ボタンに関し，本願補正発明が「Ｗｈｏｉｓ検索アイ

コン表示ボタン」であるのに対し，引用発明は，「ボタン」に「アイコン」
を表示するかは明りょうでない点。

（相違点３）
本願補正発明が，「ユーザーが閲覧中のＷｅｂサイトのＵＲＬからドメイ

ン名を抽出し，前記Ｗｈｏｉｓ検索アイコン表示ボタン上に表示」すること
としているのに対し，引用発明は，そのような構成になっていない点。

（相違点４）
Whois情報の検索に関し，本願補正発明が，「Ｗｅｂサイトを閲覧したま

ま」検索を行っているのに対し，引用発明は，どのような状態で検索を行っ
ているか言及していない点。

（相違点５）
Whois情報の検索先に関し，本願補正発明が，「ドメイン名をドメイン情

報登録センタから検索」しているのに対し，引用発明は，そのような構成に
なっていない点。

（相違点６） 
表示するWhois情報に関し，本願補正発明が「検索結果のドメイン名およ

びその組織名」としているのに対し，引用発明は，Whois情報の内容につい
て具体的に明示していない点。

（相違点７）
Whois情報の表示方法に関し，本願補正発明が「閲覧中の前記Ｗｅｂサイ

トと同一の画面上に表示」しているのに対し，引用発明は，そのような構成
になっていない点。

（相違点８）
表示するWhois情報の取扱いに関し，本願補正発明が「ユーザーパソコン

のバッファ内に取り込」んでいるのに対し，引用発明は，Whois情報をどの
ように取り扱っているか明りょうでない点。



（３）判断

上記相違点１ないし相違点８について検討する。

（３－１）相違点１について
Ｗｅｂにおける不正侵入としてフィッシング詐欺が課題であること，及び

その対策としてＷｅｂサイトの不審点を見てチェックすることは，当業者に
とって自明な事項であり（例えば，引用文献２の上記Ｄの記載を参照），し
てみると，引用発明のシステムを，フィッシング詐欺防止のために用いるこ
と，すなわち，相違点１に係る構成とすることは，当業者が容易に想到し得
たことである。
よって，相違点１は格別なものではない。

（３－２）相違点２及び相違点３について
インターネットアクセスに通常用いられるブラウザのツールバー上に，現

在表示しているページのアドレス情報を表示することは，本願出願時におい
て周知（例えば，引用文献２の上記Ｅの記載（記載中の「下段のＵＲＬ表
示」が，「実際に入力したＵＲＬを表示」し「アドレスバーと比較できる」
とされていることから，比較対象の「アドレス」バーのアドレス情報は，入
力したままのＵＲＬではない，現在，実際に表示されているページのアドレ
ス情報が表示されているものと解される。）を参照）であり，
また，ブラウザ上でクリックするボタン機能をアイコンやページに関する

情報とともに表示させることや，ページに関する情報としてのドメイン名を
ＵＲＬより生成することは，いずれも常套手段（例えば，前者については，
参考文献１の上記Ｈ及びＪの記載を，後者については，引用文献２の上記Ｆ
及びＧを，それぞれ参照）であることを考慮すれば，上記周知の表示技術を
ブラウザ上のボタン表示に適用する際に，アイコンとページに関する情報と
してのドメイン名の表示を，ボタン表示に組み込むようにすることに格別困
難性は認められない。
してみると，引用発明のツールバーのボタン表示に，周知技術を採用し，

「Ｗｈｏｉｓ検索アイコン表示ボタン」として「ユーザーが閲覧中のＷｅｂ
サイトのＵＲＬからドメイン名を抽出し，前記Ｗｈｏｉｓ検索アイコン表示
ボタン上に表示」するよう構成すること，すなわち，相違点２及び相違点３
に係る構成とすることは，当業者が容易に想到し得たことである。
よって，相違点２及び相違点３は格別なものではない。

（３－３）相違点４ないし相違点６について
引用発明の「Whois情報」の「検索」は，「表示中のWebページ」に対し

て，「ボタン」への「ワンクリック」操作により開始されるものであるか
ら，検索開始後にも「表示中のWebページ」を表示中のままとすること，及
び検索開始後に表示中の「Webページ」が閲覧可能な状態であることは，当
業者にとって自明の事項である。
また，「Whois情報」の「検索」先の構成として，「ドメイン情報登録セ

ンタ」を設けることは，インターネット上でのセキュリティを確保するため
の人為的取り決めに関する事項であり，また，当該「検索」項目をどのよう
に登録・設定するかは，必要により適宜決定する事項であり，技術上格別の
困難性は認められない（なお，フィッシング防止に係る照会のための登録事
項として，ドメイン名と組織名を含む事例については，参考文献３の上記Ｌ
の記載を参照されたい）。
してみると，引用発明におけるWhois情報の表示のための検索を，「Ｗｅ

ｂサイトを閲覧したまま」「ドメイン名をドメイン情報登録センタから」行
い，「検索結果のドメイン名およびその組織名」を取得すること，すなわ
ち，相違点４ないし相違点６に係る構成とすることは，当業者が容易に想到
し得たことである。



よって，相違点４ないし相違点６は格別なものではない。

（３－４）相違点７及び相違点８について
インターネットアクセスのためのブラウザの表示ページに関連する情報

を，表示ページと同一画面上において表示することは，周知技術（例えば，
参考文献１の上記Ｊの記載，参考文献２の上記Ｋの記載を参照）であり，
また，コンピュータ装置における取得情報を表示する際に，取得した情報

をバッファ等のメモリに取り込んで行うことは常套手段であるから，
引用発明における検索結果であるWhois情報の表示において，当該周知技

術を適用し，「ユーザーパソコンのバッファ内に取り込」み，「閲覧中の前
記Ｗｅｂサイトと同一の画面上に表示」すること，すなわち，相違点７及び
相違点８に係る構成とすることは，当業者が容易に想到し得たことである。
よって，相違点７及び相違点８は格別なものではない。

（３－４）小括

上記で検討したごとく，相違点１ないし相違点８は格別のものではなく，
そして，これらの相違点を総合的に勘案しても，本願補正発明の奏する作用
効果は，上記引用発明及び周知技術等の奏する作用効果から予測される範囲
内のものにすぎず，格別顕著なものということはできない。
したがって，本願補正発明は，上記引用発明及び周知技術に基づいて，当

業者が容易に発明をすることができたものであり，特許法第２９条２項の規
定により，特許出願の際独立して特許を受けることができない。

３．本件補正についての結び

上記２．で検討した通り，本願補正発明は，特許法第２９条２項の規定に
より，特許出願の際独立して特許を受けることができないものであるから，
本件補正は，平成１８年法律第５５号改正附則第３条第１項によりなお従前
の例によるとされる同法による改正前の特許法第１７条の２第５項の規定に
より準用する特許法第１２６条第５項の規定に違反するので，特許法第１５
９条第１項において読み替えて準用する同法第５３条第１項の規定により却
下すべきものである。

第３ 本願発明について

１．本願発明

平成２３年１０月２０日付けの手続補正は上記のとおり却下されたので，
本願に係る発明は，平成２３年６月３０日付けの手続補正により補正された
特許請求の範囲の請求項に記載された事項により特定されるものであるとこ
ろ，請求項１に係る発明（以下，「本願発明」という。）は，上記「第２
平成２３年１０月２０日付けの手続補正についての補正却下の決定」「１．
本件補正」の本件補正前の請求項１として記載したとおりのものである。

２．引用文献等

原査定の拒絶の理由に引用された，引用文献およびその記載事項は，前記
「第２ 平成２３年１０月２０日付けの手続補正についての補正却下の決
定」「２．独立特許要件についての検討」の「（１）引用文献等」に記載し
たとおりである。

３．対比・判断



本願発明は，前記「第２ 平成２３年１０月２０日付けの手続補正につい
ての補正却下の決定」「１．本件補正」の「本願補正発明」から，実質的
に，「ユーザーが閲覧」，「前記Ｗｅｂサイトを閲覧したまま」，「閲覧中
の」，「と同一」「上」を削除したものである。

そうすると，本願発明の構成要件を全て含み，さらに特定の構成要件に限
定要件を付加したものに相当する本願補正発明が，前記「第２ 平成２３年
１０月２０日付けの手続補正についての補正却下の決定」「２．独立特許要
件についての検討」の「（３）判断」に記載したとおり，引用発明及び周知
技術に基づいて，当業者が容易に発明をすることができたものであるから，
本願発明も，同様の理由により，当該引用発明及び周知技術に基づいて，当
業者が容易に発明をすることができたものである。

４．むすび

以上のとおり，本願の請求項１に係る発明は，特許法第２９条第２項の規
定により特許を受けることができないものであるから，その余の請求項につ
いて言及するまでもなく，本願は，拒絶すべきものである。

よって，結論のとおり審決する。

平成２５年 ３月２６日
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